2006.06.28　介護予防支援業務の居宅介護支援事業所への委託について

１．現状

　○　介護予防支援業務（新予防給付のケアマネジメント）については、介護予防支援事業所としての地域包括支援センターにおいて実施することが基本であるが、その業務の一部については居宅介護支援事業所へ委託できることとなっている。

　○　居宅介護支援事業所への委託については、要支後者と要介護者のケアマネジメントを分離した趣旨を踏まえ、

　　①　ケアマネジャー１人当たり８件を上限とすること

　　②　居宅介護支援事業所の介護報酬上の取扱件数の算定に当たっては、介護予防支援業務に係る受託を受けた場合には、当該件数に１／２を乗じて得た件数を含めて算定することとの取扱いとなっているところであるが、これについては、地域包括支援センターにおける体制整備の観点から、平成１８年９月末日までの間は既存事業者に対しては適用しない旨の経過措置が講じられている。

２．各市町村（地域包括支援センター）における状況

　○　政令指定都市

　　～各市において体制整備のための準備が進められているが、年度途中での職員の採用や予算措置等が困難な面があることから、平成１９年３月末までの６ヶ月間、上記１の経過措置の延長を求める要望が上がっている。（別添）

　○　地域包括支援センター・介護予防に関する意見交換会（平成１８年６月９日）
～職員が新制度に習熟していないことに加え、年度途中での人材採用や予算措置は困難であること等にかんがみ、平成１９年３月末までの６ヶ月間の延長を求める要望が多かった。

３．今後の対応について（案）

　○　上記の各市町村における体制整備状況等を踏まえ、以下の取組みを行うことを条件として、平成１９年３月末まで経過措置を延長する。

　　・要支援者に係る認定更新が概ね、一巡する平成１９年３月末までの要支援者の見込み数及びその介護予防支援業務に必要な人員確保計画を各市町村において策定し、都道府県を通じて本年９月末までに取りまとめる。

　○　併せて、離島へき地（特別地域加算の対象となる地域をいう。）について、委託に関する特例措置を講ずる。

　※　本件は、地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の業務分担に係る事項であるため、経過措置の延長による財政影響はない。
